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１　指宿市の財政状況
（１）指宿市の人口　　　　　　　

　本市の令和２年（2020年）国勢調査人口は、
39,011人で、右図の第二期人口ビジョンで予測した
39,158人を下回っており、人口減少は着実に進んで
いる。
　今後、生産年齢人口の減少に伴う市民税等の市税収
入の減少や、社会保障関係費の増加の可能性が想定さ
れる。
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（２）指宿市の歳入の状況　　　　　　　

指宿市第二期人口ビジョン（令和２年２月策定）から抜粋

ア　自主財源比率　32.46％　全国792市中651位
イ　地方税一人当たりの地方税収入　106,455円　鹿児島県内19市中13位　19市平均　116,889円
ウ　財政運営の自主性と安定性につながる自主財源の確保が課題である。　

　　　　　　　

令和４年度（2021年度）決算数値から算出
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１　指宿市の財政状況
（３）指宿市の歳出の状況　　　　　　　

ア　本市の観光関連予算は、令和６年度一般会計当初予算で4.5億円（一般財源ベースで約3.9億円）であり、一般
　会計当初予算総額268億2,700万円のうち約1.46％を占めている。

　　　　　　　

観光費の推移（当初予算ベース）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

一般会計予算 22,185 23,989 24,940 24,867 25,211 27,968 27,080 26,194 25,962 26,827

観光費※1，※2 213 233 292 322 328 452 473 454 401 453

うち一般財源 190 187 242 232 296 400 280 343 354 393

予算総額に占める割合※3 0.86% 0.78% 0.97% 0.93% 1.17% 1.43% 1.03% 1.31% 1.36% 1.46%

※1　目の観光費で機械的に抽出している。

※2　H29は西郷どん関連事業費54,146，H30は西郷どん関連事業費50,772，

　　  R2は観光デザイン負担金48,112（運営費），池田湖周辺観光施設整備事業(設計)10,000(財源起債)，コロナ関連（宿泊減緊急対策）10,000

　　  R3は観光デザイン負担金29,301（地方創生分），池田湖周辺観光施設整備事業(工事)110,000(財源起債)，コロナ関連（宿泊減緊急対策30,000，感染対策11,000）

　　  R4は観光デザイン負担金54,100（地方創生分），コロナ関連（宿泊減緊急対策45,081，感染対策21,000）  ※２については全て（千円）

※3　一般会計予算の総額に占める観光費の一般財源の割合を示している。

（単位：百万円）

イ　今後は老年人口の増加による社会保障関係費の増加や高度経済成長期等を中心に集中的に整備された公共施設
　の老朽化に係る更新コストの増加など歳出の増加が見込まれる。
　　このような状況下でも観光需要をしっかり支えていくことが重要である。
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２　他自治体における自主財源確保の事例
（１）観光振興等に関する「課税自主権（※１）」を活用した自主財源確保の主な事例①　　　　　　　

（※１）地方団体が地方税の税目や税率設定などについて自主的決定し，課税すること
（※２）「地方団体区域への入域」を課税客体とする法定外目的税は、環境協力税（沖縄県伊是名村、伊平屋村、渡嘉敷村）のほか美ら島税（沖縄県座間味村）があり、類似の制度設計となっている。
（※３）宿泊税を導入している団体は、 9 団体（ R6.4.1 現在）
（※４）入湯税の超過課税実施団体は、 12 団体（Ｒ5.4.1現在）　

区分 税 目 課税自治体 使 途 ①課税客体／②納税義務者

法定
外税

別荘等所有者税
（法定外普通税）

熱海市
（静岡県）

リゾートマンション等の建設に伴いゴミ処理や消防梯子車、上下
水道の整備等の行政需要の増大に対処するため

①別荘等の所有
②別荘等の所有者

歴史と文化の環境税
（法定外普通税）

太宰府市
（福岡県）

歴史的文化遺産及び観光資源等の保全や整備、観光客に対する
様々な事業の実施

①有料駐車場に駐車する行為
②有料駐車場利用者

宮島訪問税
（法定外普通税）

廿日市市
（広島県）

宮島への多くの観光客等の来訪によって発生し、又は増幅する行
政需要に対応するため

①船舶により宮島町の区域に訪問をする行為
②訪問者

乗鞍環境保全税
（法定外目的税）

岐阜県 乗鞍地域の自然環境の保全に係る施策に要する費用 ①乗鞍鶴ヶ池駐車場へ自動車を運転して自ら入り込む
行為又は他人を入り込ませる行為
②乗鞍鶴ヶ池駐車場へ入り込む自動車を運転する者

遊漁税
（法定外目的税）

富士河口湖
（山梨県）

河口湖及びその周辺地域における環境の保全、環境の美化及び施
設の整備の費用

①河口湖での遊漁行為
②遊漁行為を行う者

環境協力税（※２）
（法定外目的税）

伊是名村
（沖縄県）

環境の美化、環境の保全及び観光施設の維持整備に要する費用 ①旅客船等により村へ入域する行為
②入域する者

宿泊税（※３）
（法定外目的税）

福岡市
（福岡県）

福岡市観光振興条例に規定する観光産業の振興、受入環境の整備、
観光資源の魅力の増進等、 MICE の振興や持続可能な観光の振興
に要する費用

①旅館・ホテル・簡易宿所及び民泊施設への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

超過
課税

入湯税（※４）
（法定目的税の超過課税）

別府市
（大分県）

環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他の消防
活動に必要な施設の設備ならびに観光振興に要する費用

①鉱泉浴場における入湯行為
②鉱泉浴場の入湯客

３
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２　他自治体における自主財源確保の事例
（１）観光振興等に関する「課税自主権」を活用した自主財源確保の主な事例②　　　　　　　
区分 税 目 課税自治体 税  率 収入額

法定
外税

別荘等所有者税
（法定外普通税）

熱海市
（静岡県）

・1 ㎡ 年 650 円 ○　5億29百万円
（R４ 決算額）

歴史と文化の環境税
（法定外普通税）

太宰府市
（福岡県）

・二輪車（自転車を除く））…50 円 ・乗車定員 10 人以下の自動車 …100 円
・乗車定員10 人超 29 人以下の自動車 …300 円 ・乗車定員 29 人超の自動車 …500 円

○　63百万円
（R４ 決算額）

宮島訪問税
（法定外普通税）

廿日市市
（広島県）

・1人1 回につき …100 円
※1年分を一時に納付する場合は、 1人1年につき 500 円

R5.9.1施行

乗鞍環境保全税
（法定外目的税）

岐阜県 ＜乗車定員が30 人以上の自動車＞
・一般乗合用バス…2,000 円／回 ・一般乗合用バス以外 …3,000 円／回
＜乗車定員が11 人以上 29 人以下の自動車＞ ＞…1,500 円／回
＜乗車定員が10 人以下の自動車＞ ＞…300 円／回

○　８百万円
（R４ 決算額）

遊漁税
（法定外目的税）

富士河口湖
（山梨県）

・1人1日 …200 円 ○　９百万円
（R４ 決算額）

環境協力税（※１）
（法定外目的税）

伊是名村
（沖縄県）

・1回の入域につき …100 円
※障害者、高校生以下は課税免除

○　３百万円
（R３ 決算額）

宿泊税（※２）
（法定外目的税）

福岡市
（福岡県）

1人1泊について、宿泊料金が
・2万円未満 …150 円 ・ 2万円以上 …450 円

○　19億15百万円
（R４ 決算額）

超過
課税

入湯税（※３）
（法定目的税の超過課税）

別府市
（大分県）

1人1日あたり、宿泊料金又は飲食料金が
・1,500 円以上 2,000 円以下 …50 円 ・ 2,001 円以上 4,500 円以下 …100 円
・4,501 円以上 6,000 円以下 …150 円 ・ 6,001 円以上 50,000 円以下 …250 円
・50,001 円以上 …500 円
※7泊以上の長期滞在者は別途税率設定
※12歳未満の者、修学旅行が目的の高校生以下の団体客等は課税免除

○　４億27百万円
（R４ 決算額）
うち超過課税分
約１億60百万円
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２　他自治体における自主財源確保の事例
（２）宿泊税導入自治体①　　　　　　　
税
目

課税
自治体

①課税客体／②納税義務者 税  率 使 途 収入額

東京都 ①ホテル、旅館への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・10千円以上 15千円未満 …100円
・15千円以上 …200 円

国際都市東京の魅力を高めるとと
もに、観光の振興を図る施策に要
する費用

15億83百万円
（R４ 決算額）

大阪府
①ホテル、旅館、簡易宿所、特
区民泊、民泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・7千円以上15千円未満 …100 円
・15千円以上20千円未満 …200 円
・20千円以上 …300 円

大阪が世界有数の国際都市として
発展していくことを目指し、都市
の魅力を高めるとともに観光の振
興を図る施策に要する費用

10億60百万円
（R４ 決算額）

京都市
（京都府）

①ホテル、旅館、簡易宿所、民
泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・20千円未満 …200円
・20千円以上 50千円未満 …500円
・50千円以上 …1,000円
※修学旅行生等は課税免除

国際文化観光都市としての魅力を
高め、観光の振興を図る施策に要
する費用

30億46百万円
（R４ 決算額）

金沢市
（石川県）

①ホテル、旅館、簡易宿所、民
泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・20千円未満 …200 円
・20千円以上 …500 円

金沢の歴史、伝統、文化など固有
の魅力を高めるとともに、市民生
活と調和した持続可能な観光の振
興を図る施策に要する経費

７億82百万円
（R４ 決算額）

倶知安町
（北海道）

①ホテル、旅館、簡易宿所、民
泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

宿泊料金の2％
※修学旅行生等は課税免除

世界に誇れるリゾート地として発
展していくことを目指し、地域の
魅力を高めるとともに、観光の振
興を図る施策に要する費用

２億44百万円
（R４ 決算額）
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２　他自治体における自主財源確保の事例
（２）宿泊税導入自治体②　　　　　　　
税
目

課税
自治体

①課税客体／②納税義務者 税  率 使 途 収入額

福岡県
①ホテル、旅館、簡易宿所、特
区民泊、民泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊につき …200 円
※福岡市・北九州市内の宿泊施設…50円
※その他の宿泊に対して税を課す市町村
の宿泊施設 …100 円

福岡県の観光資源の魅力向上、
旅行者の受入環境の充実その他
の観光の振興を図る施策に要す
る費用

13億12百万円
（R４ 決算額）

福岡市
（福岡県）

①ホテル、旅館、簡易宿所、民
泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・20千円未満 …150円
・20千円以上 …450円

福岡市観光振興条例に規定する
観光産業の振興、受入環境の整
備、観光資源の魅力の増進等、 
MICE の振興や持続可能な観光
の振興に要する費用

13億81百万円
（R４ 決算額）

北九州市
（福岡県）

①ホテル、旅館、簡易宿所、特
区民泊、民泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊につき …150円

北九州市の観光資源の魅力向上
及び情報発信、旅行者の受入環
境の充実その他の観光の振興を
図る施策に要する費用

３億30百万円
（R４ 決算額）

長崎市
（長崎県）

①ホテル、旅館、簡易宿所、民
泊への宿泊行為
②上記宿泊施設への宿泊者

1人1泊について宿泊料金が
・10千円未満 …100円
・10千円以上20千円未満 …200円
・20千円以上 …500円
※修学旅行生等は課税免除

都市の魅力を高め、国内外の
人々の来訪及び交流を促進する
とともに、観光の振興を図る施
策に要する費用

○3億72百万円
（R5年度予算額）
※R5.4.1施行
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３　宿泊税導入自治体の制度設計
（１）課税客体・課税標準・納税義務者の比較①　　　　　　　

東京都 大阪府 京都府京都市 石川県金沢市 北海道倶知安町

条例制定日 平成14年４月10日 平成28年７月１日 平成30年３月1日 平成30年６月27日 平成30年12月13日

施行年月 平14年10月１日 平成29年１月１日 平成30年10月1日 平成31年4月1日 令和元年11月1日

課税客体

東京都内に所在する
次の宿泊施設への 
宿泊行為

・旅館業法の許可を
受けたホテル、旅館

大阪府内に所在する次
の宿泊施設への宿泊行
為

・旅館業法の許可を受
けたホテル、旅館、簡
易宿所
・住宅宿泊事業法に規
定する住宅宿泊事業に
係る施設（民泊）
・国家戦略特別区域法
に規定する認定事業に
係る施設（特区民泊）

京都市内に所在する次
の宿泊施設への宿泊行
為

・旅館業法に規定する
ホテル、旅館、簡易宿
所
・住宅宿泊事業法に規
定する住宅宿泊事業に
係る施設（民泊）

金沢市内に所在する次
の宿泊施設への宿泊行
為

・旅館業法の許可を受
けたホテル、旅館、簡
易宿所
・住宅宿泊事業法の届
出をして住宅宿泊事業
を行う住宅（民泊）

倶知安町内に所在す
る次の宿泊施設への
宿泊行為

・旅館業法の許可を
受けたホテル、旅館、
簡易宿所
・住宅宿泊事業法の
届出をして住宅宿泊
事業を行う住宅（民
泊）

課税標準 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数

納税義務者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者

７



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（１）課税客体・課税標準・納税義務者の比較②　　　　　　　

福岡県 福岡県福岡市 福岡県北九州市 長崎県長崎市

条例制定日 令和元年11月19日 令和元年11月19日 令和元年11月19日 令和4年3月23日

施行年月 令和２年４月1日 令和２年４月１日 令和２年４月1日 令和５年4月1日

課税客体

福岡県内に所在する次の宿
泊施設への 宿泊行為

・旅館業法に規定するホテ
ル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定す
る住宅宿泊事業に係る施設
（民泊）
・国家戦略特別区域法に規
定する認定事業に係る施設
（特区民泊）

福岡市内に所在する次の宿
泊施設への宿泊行為

・旅館業法に規定するホテ
ル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定す
る住宅宿泊事業に係る施設
（民泊）

北九州市内に所在する次の
宿泊施設への宿泊行為

・旅館業法に規定するホテ
ル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定す
る住宅宿泊事業に係る施設
（民泊）
・国家戦略特別区域法に規
定する認定事業に係る施設
（特区民泊）

長崎市内に所在する次の宿
泊施設への宿泊行為

・旅館業法に規定するホテ
ル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定す
る住宅宿泊事業に係る施設
（民泊）

課税標準 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数 上記施設への宿泊数

納税義務者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者 上記施設への宿泊者

８



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（２）徴収方法、税率、免税点の比較①　　　　　　　

東京都 大阪府 京都府京都市 石川県金沢市 北海道倶知安町

徴収方法 特別徴収 特別徴収 特別徴収 特別徴収 特別徴収

税率

一人一泊について、宿
泊料金が

①1万円以上1万5千円
未満：100 円
② 1万5千円以上：
200円

一人一泊について、宿泊
料金が

【H29.1 月条例施行時】
① 1万円以上1万5千円未満：
100 円
② 1万5千円以上2万円未満：
200 円
③ 2万円以上：300円
【 R 元 .6 月条例改正時 】
① 7千円以上1万5千円未満：
100円
② 1万5千円以上 2 万円未満：
200円
③ 2万円以上：300円

一人一泊について、
宿泊料金が

①2万円未満：200円
②2万円以上5万円未
満：500円
③5万円以上：1,000
円

一人一泊について、
宿泊料金が

①2万円未満：200円
②2万円以上：500円

一人一泊または一部
屋一泊

宿泊料金の２％

免税点 １万円

【H29.1 月条例時】
　　　　1 万円
【R元 .6 月条例改正時】
　　　　7 千円

なし なし なし

９



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（２）徴収方法、税率、免税点の比較②　　　　　　　

福岡県 福岡県福岡市 福岡県北九州市 長崎県長崎市

徴収方法 特別徴収 特別徴収 特別徴収 特別徴収

税率

一人一泊につき

200円

※福岡市内の宿泊施設
は、50円
その他の宿泊に対して
税を課す市町村の宿泊
施設は、100円

一人一泊について、宿泊料金が

①２万円未満：150円
②２万円以上：450円

一人一泊につき

150円

一人一泊について、宿泊料金が

①1万円未満：100円
②1万円以上２万円未満：200円
③2万円以上：500円

免税点 なし なし なし なし

10



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（３）課税免除、入湯税改正状況の比較①　　　　　　　

東京都 大阪府 京都府京都市 石川県金沢市 北海道倶知安町

課税免除 なし なし

・学校教育法第1 条
に規定する学校（大
学を除く）の修学旅
行その他学校行事に
参加する児童、生徒、
学生、引率者

なし

・学校教育法第1 条
に規定する学校（大
学を除く）の修学旅
行その他学校行事に
参加する幼児、児童、
生徒、学生及び引率
者
・倶知安町内で職場
体験を行う中学校、
高校、大学、高専学
校、専修学校等の生
徒又は学生

入湯税 改正していない 改正していない 改正していない

11



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（３）課税免除、入湯税改正状況の比較②　　　　　　　

福岡県 福岡県福岡市 福岡県北九州市 長崎県長崎市

課税免除 なし なし なし

・学校教育法第1 条に規定する
学校（大学を除く）の修学旅行
その他の行事に参加している者
・市長が必要と認める者

入湯税
一人一泊当たり
１５０円→５０円に改正

改正しない 改正しない

12

（４）各市町村の入湯税　　　　　　　

指宿市 京都市 金沢市 倶知安町 福岡市 北九州市 長崎市

【宿泊の入湯客】
宿泊料金6,001円以上
１人１泊につき・・・150円
宿泊料金6,001円以下
１人１泊につき・・・100円
【日帰りの入湯客】
１人１日につき・・・100円
・修学旅行等で入湯した場合1
人１日につき20円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・100円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・100円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・70円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・50円（※）
※宿泊税導入前は、
150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・50円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・100円

【宿泊の入湯客】
1人１泊につき
・・・150円

【日帰りの入湯客】
１人１日につき
・・・30円



３　宿泊税導入自治体の制度設計
（５）収入額　　　　　　　

13

東京都 大阪府 京都市 金沢市 倶知安町

R4決算 １５．８億円 １０．６億円 ３０．５億円 ７．８億円 ２．４億円

福岡県 福岡市 北九州市 長崎市

R4決算 １３．１億円 １９．１億円 ３．３億円
３．３億円

（R６予算額）
R5.4.1施行



４　宿泊税導入自治体における宿泊税の使途① 14

（１）受入環境の整備・充実

京都市 金沢市 福岡市 北九州市 長崎市

○観光地周辺のトイレ洋
   式化等 
○公衆トイレ清掃・維持
   管理、道路除草
〇駅、道路等の交通バリ
   アフリー化 
〇観光客への多言語通訳、
　帰宅困難者対策等）
○市ﾊﾞｽ･観光地等の一部
   における混雑対策強化

○金沢らしい夜間景観の
   創出 (公共空間等の照
   明設備の整備)
○公共シェアサイクルの 
   利用促進 
〇まちの美化・地域との
   共存（広告物指導等）
〇宿泊施設等の改修への   
   支援 

〇Fukuoka City Wi-Fi 
   の拡充
〇MICE拠点の形成（ﾏﾘﾝ
　ﾒｯｾ福岡の整備）
○観光客等の移動円滑化
施策(ｴｽｶﾚｰﾀｰ,EV設置）
〇観光案内機能強(ICTに
よるﾘﾓｰﾄ観光案内ｼｽﾃﾑ）
○観光地周辺の公衆トイ
　レ洋式化

〇観光案内機能強化 (ﾌ
   ﾘｰWi-Fi整備、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
   ｻｲﾈｰｼﾞ設置) 
〇北九州空港アクセス推
　進(空港連絡バス増便)
〇宿泊施設等改修支援

〇MICE向けコンテン 
   ツの充実 
〇世界遺産保存整備事業 
〇総合案内所運営

（２）観光資源の魅力増進（磨き上げ）

〇京町屋の改修等継承の
   取組み(改修経費助成)
〇文化財の保全、継承 
（修繕経費助成）
〇歴史的景観の保全
〇文化・伝統産業の担い
   手育成

〇歴史的まちなみや景観
   の保全(雪吊りの拡充)
〇芸妓後継者育成､茶屋
　文化施設改修支援
〇宿泊施設の工芸品展示
   支援
〇全国学生大茶会開催

〇音声ARを活用したま
   ち歩きｶﾞｲﾄﾞｱﾌﾟﾘ のﾒ
   ﾆｭｰ拡充)
〇海辺を活かしたコンテ
   ンツ造成 (志賀島・北
   崎地区 Fukuoka East 
   & West Coast PJ)

〇皿倉山プレミアム夜景
   創出 (皿倉ｹｰﾌﾞﾙ夜間
   運行ｼｬﾄﾙﾊﾞｽ運行) 
〇小倉城周辺歴史文化観
   光磨き上げ (しろﾃﾗｽﾌ
    ﾘｰWiｰFi）

〇長崎さるく推進 (情報
   発信、ｶﾞｲﾄﾞ研修)
〇ﾅｲﾄﾀｲﾑｴｺﾉﾐｰ推進
〇ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾂｰﾘｽﾞﾑ提供､体
　験商品･ｸﾞﾙﾒ情報の提
　供､店舗情報の充実) 



４　宿泊税導入自治体における宿泊税の使途② 15

（３）国内外への情報・魅力の発信

京都市 金沢市 福岡市 北九州市 長崎市

〇京都観光オフィシャル
   サイト機能充実、多言
   語対応強化
〇修学旅行生誘致の取組
   充実
〇MICE誘致

〇多言語観光サイトによ
   る情報発信 
〇金沢らしい旅行スタイ
   ル発信 
〇海外からの誘致推進プ
   ロモーション展開

〇デジタルサイネージに 
   よる情報発信強化

〇海外ウェブサイト活用 
   によるｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ誘致 
〇ﾒﾃﾞｨｱによる観光ＰＲ
〇ｾｰﾙｽﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ (修学旅
　行等団体客 誘致､日本
   新三大夜景都市と産業
   観光ｺﾗﾎﾞ等)

〇観光ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｲﾄでの情
　報提供
〇デジタル広告等による
   訴求プロモーション
〇シーボルト来日200周
   年記念事業広報プロ
　モーション
〇日本新三大夜景情報発信

参考：令和４年度決算額

宿泊税収 
　　　　30億46百万円

宿泊税収
              7億82百万円

宿泊税収
            19億15百万円

宿泊税収
              2億5９百万円

宿泊税R６予算額 
        ３億２５百万円

内、事業充当額 
　　　　30億46百万円

内、事業充当額
              6億29百万円

内、事業充当額
            13億81百万円

内、事業充当額 
              2億5９百万円



ア 入湯税とは
　入湯税は指宿市の環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設および消防施設などの整備ならびに観光の振興に要する財源を確保する
ために、鉱泉浴場における入湯客に対し課税される目的税。

イ 納税義務者
鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課税

ウ 課税免除
■年齢12歳未満の方
■共同浴場または一般公衆浴場に入湯する方
■利用料金が1,000円以下の鉱泉浴場を利用する方

エ 税率
■宿泊料金が6,001円以上・・・・・・・・・
■宿泊料金が6,000円以下・・・・・・・・・
■宿泊を伴わない飲食および休憩その他
これらに類する利用行為で入湯した場合・・・
■教員の引率のもとに，学校教育上の見
地から行われる修学旅行等で入湯した
場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

５　本市における入湯税の状況 16
（１）本市における入湯税の概要　　　　　　

年 宿泊客 入湯税納入済額 基金積立額

918,462 101,522,360 24,617,993

915,980 99,715,000 25,571,411

1,009,624 101,928,250 25,113,719

843,664 91,858,950 25,699,968

715,201 79,003,530 23,096,677

809,981 93,647,100 19,791,036

776,333 96,053,610 23,425,699

764,439 94,519,320 24,018,275

752,934 93,264,770 23,633,008

682,749 83,543,820 23,317,960

644,818 84,637,466 20,887,631

645,918 79,827,324 21,162,000

684,893 84,875,510 19,959,265

R1 614,357 77,154,140 21,221,289

R2 339,774 40,243,870 19,291,499

R3 259,531 30,253,560 10,060,744

R4 387,762 46,788,170 7,563,536

R5 600,643 65,041,437 12,127,000

92 92
10184
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61
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10,152
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7,900
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

万円万円宿泊客と入湯税の推移

宿泊客 入湯税納入済額

１～９月の動向に基づく推計値

令和５年度指宿市観光事業推進協議会資料から抜粋       

150円
100円

100円

 20円



５　本市における入湯税の状況 17
（２）令和４年度入湯税の使途状況について　　　　　　　

令和５年度指宿市観光事業推進協議会資料から抜粋       

【令和４年度入湯税の使途状況等に関する調査表より転用】

入 湯 税
充当金額

事業費のうち
入湯税充当率

入湯税総額に
占める割合

一般財源 国県支出金 その他

9,498 533 5.61% 1.01% 892 8,073 

58,506 7,078 12.10% 13.37% 11,839 5,486 34,103 

203,614 13,036 6.40% 24.63% 21,804 168,774 

99,893 24,728 24.75% 46.71% 41,355 3,460 30,350 

371,511 45,375 12.21% 85.71% 75,890 8,946 241,300 

7,564 7,563 99.99% 14.29% 1 

379,075 52,938 13.97% 100.00% 75,890 8,946 241,301 

該 当 事 業 の 財 源 内 訳

環境衛生施設の整備　　　　　　　　　　
（ごみ処理・施設維持管理費等）

鉱泉浴場の保護管理施設

消防施設等の整備　　　　　　　　　　　　　　　　
（消防自動車や消火栓の整備等）

観光施設の整備　　　　　　　　　　　　
（温泉施設の維持補修等）

観光振興事業　　　　　　　　　　　　　　　
（観光客の誘致・宣伝活動事業費、イ
ベント対策、観光振興事業費等）

入湯税充当事業の小計

基金事業　　　　　　　　　　　　　　　
（観光振興基金への積立金）

 　　全 体 事 業 の 合 計

入湯税を充てた事業区分 事業費

　入湯税は，地方税法第７０１条の規定により，鉱泉浴場所在地の市町村が，環境衛生施設，鉱泉浴場の保護管理施設及び消防施設その他消防活
動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的とした地方税であることから，本市では目
的税の趣旨に基づき，令和４年度の入湯税は下記事業に充当しています。

　※入湯税充当額は令和４年度決算数値で年度単位のため，１６
ページの年間収入額（１～１２月）とは一致しない。


